「2015年10月26日の視察後会見への反応を考慮し、以下のとおり説明を加えたいと思います。
　援助交際（いわゆる女子高生またはJKビジネス）にかかわっているとされる未成年者の推定値に関しては、記者会見中に通訳の誤りがあり、私が言及した割合（13％）が30％と誤訳されました。この点につきましては、国連広報センター（東京）と日本記者クラブのホームページに訂正内容を掲載いたしました。
訪日中に、日本の「JKビジネス」の拡大範囲について、公式な統計は提供されていません。しかしながら話を聞いた多くの方が、これは憂慮すべき傾向であり、利益性の高い当ビジネスにかかわる未成年者の性的搾取につながりやすいとの懸念を示しました。記者会見では、緊急な取り組みが必要なこの現象を強調するために、公になっている推定値に触れました。肝心なのは、いわゆる「JKビジネス」が検討を要する非常に深刻な問題であり、これについて公式なデータを早急に集めるべきだという点です。証拠に基づいた予防策を提示するためにも、児童の性的搾取につながる、またその可能性があるJKビジネスその他の活動の拡大範囲、根本原因、影響について総合的な調査を行うことを日本政府と関係当局へ再度要請いたします。
[bookmark: _GoBack]　滞在中に多数の関係者と話し合いを重ねるなかで、児童の性的搾取と闘うために政府その他の関係者が様々な形で努力していることを知りました。その多くは優れた取り組みとして他国でも見習えるものです。こうしたあらゆる努力にもかかわらず、日本は当分野で様々な課題に直面しており、国際人権規範・基準に従いこの課題を克服する最善の方法を見極めるうえで、関係当局を支援するのが私の意図するところです。2016年3月に国連人権理事会に提出する正式な報告書は、児童の性的搾取・売買の撲滅、阻止に向けた日本の努力を支えることを目指したものになります。」

マオド・ド・ブーア＝ブキッキオ
国連の「児童の売買、児童買春、児童ポルノ」に関する特別報告者
http://www.ohchr.org/EN/Issues/Children/Pages/ChildrenIndex.aspx

2015年11月2日、ジュネーブ
